
山形県地域保健医療協議会設置要綱 

 

（ 設置）  

第１  住民の健康を 確保し 、 地域の特性や実情に即し た保健医療の推進を 図るこ と を 目的と

し て策定さ れた地域保健医療計画の円滑な進行を 図る ほか、 地域医療構想調整会議と し て

地域医療構想の達成の推進を 図る こ と を 目的に医療法第 30 条の 14 で規定する 協議を 行う

ため、 山形県保健医療計画で定める 二次保健医療圏ごと に、 別表に掲げる 地域保健医療協

議会（ 以下「 協議会」 と いう 。） を 設置する 。  

    

（ 協議事項）  

第２  協議会は、 次の事項について協議検討する 。  

( 1)  地域保健医療計画及び地域医療構想の進捗状況の把握、 評価に関する こ と 。  

( 2)  地域保健医療計画及び地域医療構想の見直し に関する こ と 。  

( 3)  地域の病院・ 有床診療所が担う べき 病床機能に関する こ と 。  

( 4)  病床機能報告制度によ る 情報の共有に関する こ と 。  

( 5)  地域医療構想の達成を 推進する ための方策に関する こ と 。  

( 6)  地域の病院・ 有床診療所の開設・ 増床等に関する こ と 。  

( 7)  外来医療計画に関する こ と 。  

( 8)  その他目的達成のため必要な事項に関する こ と 。  

 

（ 委員）  

第３  協議会は、 それぞれ委員 50 人以内で組織する 。  

２  委員は、 次に掲げる 者のう ち から 知事が委嘱し 、 又は任命する 。  

( 1)  保健医療関係者 

( 2)  福祉関係者 

( 3)  学識経験者 

( 4)  行政関係者 

( 5)  医療保険者 

３  委員の任期は、 ２ 年と し 、 再任を 妨げない。 ただし 、 年度途中で委嘱する 場合又は委員

が欠けた場合における 補欠の委員の任期は２ 年以内と し 、 補欠委員の任期は、 前任者の残

任期間と する 。  

 

（ 会長及び副会長）  

第４  協議会に会長及び副会長を 置き 、 委員の互選によ り 定める 。  

２  会長は、 会務を 統括し 、 協議会を 代表する 。  

３  副会長は、 会長を 補佐し 、 会長に事故ある と き は、 その職務を 代理する 。  

 

（ 会議）  

第５  会議は、 会長が招集し 、 会長が議長と なる 。  

 

（ 専門部会等）  

第６  協議会に、 必要に応じ 、 専門的事項を 調査検討さ せる ために、 専門部会やワーキン グ

を 置く こ と ができ る 。  
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（ 庶務）  

第７  協議会の庶務は、 別表に掲げる 総合支庁保健福祉環境部において処理する。  

 

（ 補則）  

第８  こ の要綱に定める も ののほか、 協議会の運営に必要な事項は、 会長が別に定める 。  

 

 

 

附 則 

こ の要綱は、 平成３ 年２ 月１ 日から 施行する 。  

附 則 

こ の要綱は、 平成５ 年５ 月12日から 施行する 。  

附 則 

こ の要綱は、 平成１ １ 年４ 月１ 日から 施行する。  

 附 則 

こ の要綱は、 平成２ ８ 年９ 月２ ９ 日から 施行する 。  

 附 則 

  こ の要綱は、 令和元年１ １ 月１ 日から 施行する 。  

 

  別 表 

 

二 次 保 健  

医  療  圏  
地 域 保 健 医 療 協 議 会  

庶 務 担 当 総 合 支 庁  

保 健 福 祉 環 境 部  

村 山 圏 域  村 山 地 域 保 健 医 療 協 議 会  村 山 総 合 支 庁  

最 上 圏 域  最 上 地 域 保 健 医 療 協 議 会  最 上 総 合 支 庁  

置 賜 圏 域  置 賜 地 域 保 健 医 療 協 議 会  置 賜 総 合 支 庁  

庄 内 圏 域  庄 内 地 域 保 健 医 療 協 議 会  庄 内 総 合 支 庁  
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